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１ 特例法施行（2016.10.1)からこれまでに検討してきた事案から

〇 有効な事案（訴外で成果） 〇 有効な事案（訴訟を提起）
検討開始 業 種 端緒情報の概要

2017.02 リゾートクラブ
会則を一方的に変更（会員資格の譲渡を禁止、クラブの廃止を可能に）
したことで、会員価値を大きく毀損した。

2017.06
建物建築請
負

アパートのオーナーの契約を巡り、解約時に申込金の返金を受けられないな
どのトラブル。

2017.12 化粧品販売 シャンプーの成分表示に偽りがあった。

2019.06
入学試験不
正

医学部医学科入学試験において、特定の属性の者に対し不利益な選考が
行われた。

2020.05
入学試験不
正

医学部医学科入学試験において、特定の属性の者に対し不利益な選考が
行われた。

2020.09 ホテル４社 2020東京大会の中止に伴うキャンセルで返金されない。

2021.01 資格講座
オリジナルテキストと宣伝しながら、他社書籍を不正利用したテキストを使用
していた。

検討開始 業 種 端緒情報の概要

2017.08 情報商材
ＤＶＤを購入すれば誰でも確実に多額の利益を得られるとの不実告知及
び断定的判断の提供等不当勧誘。

2018.01
入学試験不
正

医学部医学科入学試験において、特定の属性の者に対し不利益な選考が
行われた。

2019.04
入学試験不
正

医学部医学科入学試験において、特定の属性の者に対し不利益な選考が
行われた。
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１ 特例法施行（2016.10.1)からこれまでに検討してきた事案から

〇 解決困難な事案（机上配布資料1～34）

〇 その他対処の事案（机上配布資料35～78）

困難要因 割合 件数
A 消費者性 6% 2
B 多数性、共通性 35% 12
C 支配性 9% 3
D 回収可能性 50% 17
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２ 提訴３案件の状況

・東京医科大学に対する訴訟（対象消費者への分配まで終了）

・ワンメッセージ外１名に対する訴訟（１．２審とも「支配性」の要件を
欠くとして請求却下、現在上告受理申立て中）

・順天堂大学に対する訴訟（共通義務確認訴訟は勝訴確定。現在簡易確定
手続の債権届出を終了）
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３ 東京医科大学に対する被害回復裁判手続における請求債権の内容

被害を主として受験料相当額に限定したため、届出額は４万円～２４万
円（４回試験した場合）で、多くは６万円であった。被害を受けた消費者
数は延べ人数で約5200人と推測された。

⇒ 少額・多数被害という消費者被害の典型例

通常考えれば、訴訟提起してまで被害回復を図ろうとは思わない。

＊手続に参加した消費者へのアンケート「当機構が訴訟を提起しなかった
場合、自分で何らかの行動を起こす予定でしたか、または既に何らかの
行動を起こしていましたか」という問に、89.8％が「いいえ」と回答し
ている。
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４ 東京医科大学訴訟における解決

（１）被害回復できた消費者数

大学が大部分の連絡先情報を廃棄していたため、残されていた連絡先への通知と公告

などに応じて届け出た563名、891個の債権に対して分配がなされた。

（２）届出消費者への分配に要した期間

・訴訟提起から分配完了まで 2年8か月

・消費者からの授権から分配完了まで 1年2か月

6



（３） どの程度の被害回復ができたか

スライド２を挿入
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５ 訴訟外で解決をみた事案

１ 化粧品販売業者・・シャンプーの購入が証明できる消費者に返金が実施され
た（その数不明）

２ Ｄ建設・・申込金３０万円を４７８名に返金。

３ S大学・・受験料相当額を被害消費者５２３５名に支払い。

４ M医大・・受験料相当額を被害消費者に支払い。（その数不明）

５ オンライン講座業者・・退会に伴う追加返金を退会受講者１１１名に行う。
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６ 解決事例からみた特例法に対する評価

（１）少額・多数被害に対して、被害回復裁判手続が馴染む事案に対して

は、その回収効率、解決までの期間からみて有効な手段である。

（２）特例法により、団体が事業者に請求する法律上の権利を得たこと

で、訴訟外の交渉での被害回復が図られていることも重要である。こ

の場合には、消費者の負担も軽く、さらに回収効率が高く、解決まで

の期間が短い。
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７ 被害回復裁判手続の実施に至らなかった事案の理由

（１）被害回復委員会で検討した端緒情報のうち、被害回復裁判手続の実施

（提訴前の交渉を含む。）に至らなかった事案の理由は大別すると以下の

ようなものがある。EからGまで、Nの事案は、ＡからＤまでに分類してい

ないが、これらの理由は併存することがある。

なお、これらとは別に、事務局が被害回復裁判手続の対象となり得ない

と判断し被害回復委員会で検討を行っていない端緒情報も多くある。

（２）Ａ⇒消費者性に欠ける

Ｂ⇒多数性、共通性の確認得られず

Ｃ⇒支配性、損害額の算定困難

Ｄ⇒資産回収が困難

Ｅ（時期が対象外、法的根拠不足）、Ｆ（個別解決）、

Ｇ（差止請求、行政、個別訴訟にゆだねる）、Ｎ（詳細不明）
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８ 分配金回収に不安のある事例の類型

（１）ポンジ・スキーム型
・集団投資スキーム、不動産特定共同事業、販売預託、利益配分契約、

何らかの事業の代理店契約など種々の契約形態がある。

（２）情報商材型
・儲かる方法を教えるとして、DVD、ソフトウェア等を販売するが特段

有益な情報は得られないもの

・効用を誇大に表示した健康食品

（３）投資勧誘型
・仮想通貨、電子マネー等を購入させるもの

（４）定期購入

（５）モニター商法

（６）その他
・旅行業者、イベント会社、留学手続代行業者などが経営難でサービスを

受けられない、返金がされないもの
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８ 分配金回収に不安のある事例の類型（続き）

（１）ポンジ・スキーム型は販売預託以外にも多様な契約形態で存在し、

販売預託を原則禁止したからといって解決する問題ではない。

（２）分配金回収に不安があり、被害回復裁判手続になじまない事案は、

ポンジ・スキーム型のみならず、対価的均衡を著しく失する商品役務

の提供（情報商材、投資勧誘）、消費者にとって不要な商品役務を無

理やり提供する＝押し売り型（定期購入）などでも見られる。

（３）商法自体に問題があるか不明であるが企業の経営難により被害が生

じる例もある。

（４）（1）及び（2）の一部には、破産申立て解散命令だけでなく、違法

収益吐出型による対応が必要

（５）破産型は、違法収益吐出型よりも多様な類型を対象にする可能性が

あるのではないか。
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